













































AConsideration about directivity of consumer education to a young generation
Izumi KADO
ABSTRACT
Although consumer education was practiced in school education or social education in Japan,
it was not systematized.
I would like to consider the desirable directivity and problem of consumer education to a
young generation while looking back on the history of consumer education in the school.
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度
（４‐１０月）
相談件数総計 ７３５９ ７１９４ ５５００ ４４７３ ４４０３ ３３３８ ３０３０ ２６７６ １７９９
２０歳未満 ２５７ ２１２ １９３ １５３ １２５ １２７ １１２ ９７ ７６





１６．８ １５ １５．９ １５．２ １４．１ １３．７ １３．８ １０．６ １１．０
表２ 相談内容の商品・役務別相談件数の上位２種類
２０歳未満 ２０歳代
１位 ２位 １位 ２位
平成１７年度 電話情報サービス 教養娯楽・資格取得教材 電話情報サービス 商品一般
平成１８年度 電話情報提供サービス オンライン情報サービス 電話情報提供サービス フリーローン・サラ金
平成１９年度 電話情報提供サービス オンライン情報サービス 電話情報提供サービス フリーローン・サラ金
平成２０年度 電話情報提供サービス オンライン情報サービス 電話情報提供サービス 理美容
平成２１年度 デジタルコンテンツ 商品一般 デジタルコンテンツ レンタル・リース
平成２２年度 デジタルコンテンツ その他 デジタルコンテンツ 融資サービス
平成２３年度 デジタルコンテンツ インターネット通信 デジタルコンテンツ レンタル・リース
平成２４年度 デジタルコンテンツ テレビ放送サービス デジタルコンテンツ レンタル・リース
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第１回平成１３年 ５．７ ３７．８ ５６．３
第２回平成１５年 ５．３ ３８．６ ５６．０
第３回平成２０年 ６．８ ４９．４ ４３．５
若者に対する消費者教育の方向性についての考察
―３３―四国大学経営情報研究所年報 第１９号 ２０１３
６．若者に対する消費者教育の方向性
（１）消費者教育推進法における「消費者教育」
と「消費者市民社会」
消費者教育推進法では，第二条において消費者
教育を次のように定義している。
「消費者教育」とは，消費者の自立を支援す
るために行われる消費生活に関する教育（消
費者が主体的に消費者市民社会の形成に参画
することの重要性について理解及び関心を深
めるための教育を含む。）及びこれに準ずる
啓発活動
消費者の自立を支援することと，消費者市民社
会の形成に参画することの重要性について理解及
び関心を深めることは相互に関連しており，自立
するための要素として消費者市民社会への参画が
含まれていると解される。
同じく第二条では，消費者市民社会についても
次のように定義している。
「消費者市民社会」とは，消費者が，個々の
消費者の特性及び消費生活の多様性を相互に
尊重しつつ，自らの消費生活に関する行動が
現在及び将来の世代にわたって内外の社会経
済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得るもの
であることを自覚して，公正かつ持続可能な
社会の形成に積極的に参画する社会
急速に進む経済社会のグローバル化，情報化や
インターネットの普及により，ヒト・モノ・カ
ネ・情報は瞬時に，大量に世の中を駆け巡るよう
になった。また，キャッシュレス取引や通信販売
の市場拡大に伴い，販売者の顔が見えない，ある
いは財布から現金を取り出さない形態の取引の割
合は増え続けている。そのように，「実感」を伴
わない消費行動が増える中，消費者が受け身で行
動するか，主体的に自立して行動するかが，今後
の経済社会の形成に大きな影響を及ぼすことは先
述の通りである。
「消費者市民社会（Consumer Citizenship）」
という考え方は，欧米で生まれたと言われている。
これは，個人が，消費者・生活者としての役割に
おいて社会の発展のために積極的に参画する社会
を意味している。参画する視点として求められる
のは，社会問題，持続可能な発展と経済成長，多
様性，世界情勢，環境保全，将来世代への配慮な
どと考えられる。
つまり，消費者は自らの権利や利益を求めるこ
とは勿論のこと，自らの行動が目の前の消費行動
のみならず地域，国，世界，地球の経済情勢や環
境に影響を与えることを自覚し，公正かつ持続可
能な社会の形成のために，より良い意思決定をす
ることを求められるのである。それは，消費者被
害から身を守るだけにとどまらず，社会の一員と
してどのように積極的に参画するかを考えること
につながる。
また，消費者の社会貢献意識も強まっていると
言える。「私一人くらい」から「私の行動で社会
が変わる」への意識の変革は，企業にも社会的責
任を求める意識をも高めていく。
消費者市民社会を構築する上では，消費者は次
のような役割を担うことになる。第一に，消費行
動の「自立した主体者」として自主的かつ合理的
な行動を取ることにより，事業者間における自由
で活発な競争と，公正性及び透明性が確保された
市場を形成することである。第二に，消費者が声
を出し，また消費者同士が広く連携をすることに
より，社会を変革していく「主体」となることで
ある。消費者市民社会は，消費者が主体として行
動する社会であり，消費者市民社会を意識する消
費者が多いほど，社会を変革する力が増すことは
言うまでもない。
「消費者市民社会」という言葉は，これまでの
消費者保護基本法，消費者基本法には使われてい
なかったが，消費者教育推進法により「消費者市
民」を育てることも消費者教育の一つであること
が明確に定義された意義は大きい。
（２）消費者教育の体系的推進と効果的推進
現代の消費者問題は多岐にわたることから，消
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費者教育もまた生活に関する広範な分野に及ぶ。
そのため，消費者教育推進法においては，消費者
教育は，
①幼児期から高齢期までの各段階に応じて体系
的に行うこと
②年齢，障害の有無その他の消費者の特性に配
慮した適切な方法で行うこと，
が記されている。
つまり，消費者の年齢や特性，環境に配慮しな
がら教育の効果を高めるために，断片的ではなく，
また重複を避け，到達目標を設定しながら進めて
いくことが重要と考えられる。
さらに，消費者教育は，
③学校，地域，家庭，職域その他の様々な場の
特性に応じた適切な方法によること
④かつ，それぞれの場における消費者教育を推
進する多様な主体と連携すること
⑤他の消費者政策との有機的な連携を確保しつ
つ，効果的に行われなければならない，との
方向性も示されている。
この「体系的」「効果的」な消費者教育をまと
めたものが，次の「消費者教育の体系イメージマッ
プ」である。
イメージマップにおいては，幼児期から高齢者
に至る各ライフステージの特徴を踏まえつつ，４
つの重点領域と育むべき力をつけるための学習目
標が明確化されている。
（３）若者に対する消費者教育
そこで，イメージマップの「成人期」の中に含
まれる「特に若者」の部分に注目したい。
このライフステージの特徴は，「生活において
自立を進め，消費スタイルや価値観を確立し自ら
の行動を始める時期」とある。大学生から社会人
となり，収入を得ることで自らの資産形成をス
タートし，精神的にも経済的にも自立した行動を
始める時期である。
イメージマップに記載された内容をもとに，こ
の時期に特に身につけておきたい能力や目標を次
に挙げてみる。（図１参照）
①自分の裁量で処分できる金額や資産が増える
ことから，契約の内容やルールを理解するこ
と
②キャリアデザインを含めた中長期的なライフ
プランニングを行うこと
③日常の消費行動を含め，生活管理を実践する
こと
④情報社会を生きるためのルールやモラルを身
（消費者庁「消費者教育の体系イメージマップ」）
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につけること
⑤情報を取捨選択し正しく理解するための情報
リテラシーを身につけること
このように社会人としての経験がない，あるい
は少ない若者世代が消費者教育を受ける場として
は，大学・専門学校などの教育機関と職域の割合
が高いと思われる。また，情報源としては，新聞・
雑誌といった紙媒体やテレビなどよりは，イン
ターネットを通じて入手する情報量が多い傾向に
ある。また，日常的な交流人数もあまり多くない
と思われることから，同世代からは消費者問題に
関する情報は得られにくい。
まず大学・専門学校などの場合は，未成年と成
年の学生が混在する環境の中，学修の支援のみな
らず，社会人となる直前の数年間をそこで過ごす
ことから，「消費者」と，事業者の一員としての
図１ 消費者教育を通して若者が身につけておきたい能力や目標
イメージ図：筆者による作成
図２ 消費者教育を支える資源の充実
イメージ図：筆者による作成
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「職業人」という二つの側面から，消費者市民社
会への参画について教育を行うことが求められる。
さらには，生活科学や家庭経営，消費科学といっ
た専門科目としての「消費生活」知識ではなく，
教育機関の特徴や学問分野を活かした上で，広く
消費者団体や消費生活センター，法曹界，業界団
体，行政と連携を行い，実社会に即応した消費者
教育を行う必要がある。
次に職域であるが，若者に限らず企業が従業員
に対して，消費者教育を導入する意義は大変大き
い。学校教育で学んだ消費者問題に関する知識は，
時間の経過や社会の変化の中，実際に必要とされ
る知識との間にズレが生じることも考えられる。
また，生活時間全体に対して授業員として職務に
当たる時間の割合が大きいことから，アドプト活
動や環境保全への取り組み，地域での福祉活動な
どの社会貢献活動においても企業市民である事業
所の一員として参加する機会が多くなる。事業者，
業界団体は，消費者教育は従業員教育の大きな柱
であるとの認識を持たなければならない。
（４）消費者学修
しかしながら，自立した消費者市民を育成する
ために必要なものは，「消費者教育」だけではな
い。若者世代においては，むしろ「消費者学修」
の姿勢が大切である。消費者一人ひとりが「学ぶ」
ことに積極的能動的に取り組み，ただ知識を得る
ばかりではなく，その知識を生活の中の課題解決
力として活かすことが，消費者市民社会への参画
につながることは言うまでもない。
学校や大学で座学として学ぶ立場から，社会人
として事業所の従業員の立場で消費者と向かい合
う立場へと自分の立ち位置が転換することから，
それぞれの視点から生活の安全性や契約，情報に
ついて考え，自ら学ぶ姿勢を持つことで成長する。
まだ地域の活動に参加する機会が少ない世代であ
ることから，特に広い世代の人との交流に努める
ことも必要であり，周囲はその機会を提供するこ
とが大切である。
また，消費者学修を進めるためには，消費者教
育を支える資源の充実が不可欠である。（図２参
照）
消費者教育を支える資源の中でも特に，「人材」
「教材」「情報」は中心となる柱だと考える。消
費者教育を進めるための人材確保と育成，また適
切な教育教材の開発と活用，さらには消費者教育
と消費者学修のための情報の発信と収集は，消費
者教育推進の原動力なる。これら資源の充実にお
いても，体系的かつ多様な主体との連携が必要で
ある。
７．おわりに
２０１３年は「消費者教育推進元年」である。消費
者被害の予防や救済に重きを置いてきた従来の消
費者教育から，パラダイムの転換を求められてい
るのである。消費者教育の目的は消費者の自立で
あると同時に，消費者市民社会の形成への参画で
あることが，消費者教育推進法に明記された意義
は大きい。
特に，大学生ならびに２０歳代の若者世代は，学
校教育に消費者教育が取り入れられた世代である
にもかかわらず，消費者問題に関する意識は低く，
学校教育で得た消費生活の知識が自らの消費行動
に反映しているとは言い難い現状にある。
社会人としての経験が少ない時期であるだけに，
若者の消費者教育の推進のためには，「座学」で
はなく積極的な「消費者学修」に取り組める環境
と，「人材」「教材」「情報」の整備が重要となる。
徳島県においても「徳島県消費者教育推進計
画」の策定が進む中，大学における消費者教育と
消費者学修について今後さらに研究を進めてまい
りたい。
以上
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